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・ご注文にあたっては、銘柄・売り買いの別、数量等、お取引に必要な事項を明示していただきます。・ご注文いただいたお取引が成立した場合には、
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取引報告書等をお客さまにご郵送させていただきます。（お申込みいただくと、電磁的方法による受取に変更できます。）

申込手数料（購入時手数料）

・お取引のご注文をいただいたときは、原則としてあらかじめ当該ご注文に係る、代金の全部をお預けいただいた上で、ご注文をお受けいたします。

埼玉

株式会社埼玉りそな銀行（本店所在地：埼玉県さいたま市浦和区常盤七丁目4番1号）　登録金融機関　関東財務局長（登金）第593号

201504（専）



購入時手数料に関するご説明

　いに減っていきます。

■投資信託は、長期間保有いただくことが基本です。投資信託の購入時手数料は購入時
　に負担いただくものですが、保有期間が長期に及ぶほど、１年あたりの負担率はしだ

例えば、購入時手数料が３％（税抜き）の場合

【保有期間】 【１年あたりのご負担率（税抜き）】
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※上記の図の手数料率や保有期間は例示です。

　実際にお買付いただく投資信託の手数料率や残存期間については目論見書や補完書面でご確認ください。投資信託を

　ご購入いただいた場合には、上記の購入時手数料のほか、信託報酬やその他費用等をご負担いただきます。また、投

　資信託の種類に応じて、信託財産留保額等をご負担いただく場合があります。

　金の対象ではありません。

　状況等の変化を原因として損失が生じ、元本を割込むおそれがあります。

　時手数料）、純資産総額に対して最大年２．２３１２％（税込）の運用管理費用（信託報酬）、基準価額に対して最大１．０％の信託

　財産留保額、その他運用に係る費用等の合計）をご負担いただきます。手数料等の合計については、保有金額または保

　付目論見書）」および一体としてお渡しする「目論見書補完書面」を必ずご覧ください。

【投資信託に関するご注意事項】

○投資信託は、値動きのある有価証券等に投資しますので、株価、金利、通貨の価格等の指標に係る変動や発行体の信用

○投資資産の減少を含むリスクは、投資信託をご購入のお客さまが負うこととなります。

○投資信託へのご投資では、商品ごとに定められた手数料等（お申込金額に対して最大３．７８％（税込）のお申込手数料（購入

○投資信託は預金でなく、預金保険の対象ではありません。また当社を通じてご購入いただいた投資信託は投資者保護基

○投資信託の募集・申込等の取扱いは当社、設定・運用は投資信託委託会社が行います。

○商品ごとに手数料等およびリスクは異なります。詳細については、店頭に用意しております最新の「投資信託説明書（交

加入協会：日本証券業協会　一般社団法人金融先物取引業協会

　有期間等により異なるためあらかじめ記載することができません。（上記は２０１４年１２月１日現在の最大料率です。）

商号等：株式会社埼玉りそな銀行　登録金融機関　関東財務局長（登金）第５９３号　



1）　NISA口座は、お一人一口座（一金融機関）でのご利用となります。 
（金融機関を変更した場合を除きます。）  
※同一の勘定設定期間における金融機関の変更、および廃止したNISA口座の再開設が可能ですが、その年にNISA
口座で株式投資信託の購入（定時定額購入プランによる購入、分配金再投資による購入を含みます）していた
場合は、同一年内に金融機関の変更、および廃止したNISA口座の再開設をすることはできません。 
※金融機関の変更手続きを行った場合には、複数の金融機関にNISA口座を保有することとなりますが、その場合
であっても各年においてNISA口座での購入は1つのNISA口座でしか行うことができません（変更後の金融機関
でのみ購入可能です）。また変更前の金融機関のNISA口座で購入した株式投資信託を、変更後の他金融機関の
NISA口座に振替（移管）はできません。 
※NISA口座廃止後、株式投資信託は課税口座（特定口座・一般口座）へ移管となり、再開設後にNISA口座に戻す
ことはできません。 
※NISA口座の開設には、税務署の確認等がありお申込みより１ヶ月程度かかる場合があります。 

 
2）　当社で取扱うNISA対象商品は株式投資信託のみとなります。  

※株式は取扱っておりません。 
 
3）　既に保有している株式投資信託はNISA口座に組み入れることはできません。 
 
4）　購入時手数料等は非課税投資額に含まれません。 
 
5）　NISA口座での損失と課税口座（特定口座・一般口座）との損益通算はできません。  

※損失分の繰越控除も使えません。 
 
6）　非課税期間終了時点では次のとおり選択できます。  

①翌年のNISA投資枠で継続投資 
　終了日時点の時価で120万円までの非課税での継続投
資ができます。（120万円を超えた分については、
課税口座（特定口座・一般口座）への移管となります。） 
②課税口座への移管 
　移管時点の時価で取得したものとして課税口座 
　（特定口座・一般口座）へ移管できます。 
※移管時点の時価が当初NISA口座での購入時価より
下落していた場合、その後に値上がりして売却すると、
当初NISA口座での購入価格を下回っていても利益
となり、課税対象となります。 

③売却　お持ちの投資信託を売却できます。 
 
7）　非課税枠の再利用および繰越はできません。  

※NISA口座で株式投資信託を売却（スイッチング解約を含む）・償還した場合、当該非課税枠の再利用はできません。
そのため短期間での売買を前提としたお取引きは適していません。 
　また、年間120万円の非課税枠を全額使わなかった場合、翌年に繰越すことはできません。 

 
8）　収益分配金を再投資した場合、NISA口座に受け入れできないことがあります。  

※非課税限度額に達したのちの収益分配金再投資は課税口座（一般口座・特定口座）での受入れとなります。 
 
 
 
 
 
 
 
※当社では課税口座（特定口座・一般口座）に受入れている株式投資信託の収益分配金はNISA口座で再投資できません。 

以  上 

下記の項目についてご確認およびご理解ください。 

ＮＩＳＡ取引における留意事項の確認書 

ファンド120万円 

分配金再投資1万円 

ファンド119万円 ファンド購入 
110万円 

分配金再投資1万円 
非課税枠120万円 
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非
課
税 

課税口座での受入れ 
※分配金のうち元本払戻金（特別分配金）
はそもそも非課税であるためNISA
の恩恵は享受できません 
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※上記は、2015年12月1日時点の税法に基づいて作成しています。今後税制が改正された場合は内容が変更となる場合があります。  

2015年12月までの非課税枠は100万円です。 
2016年1月以降の非課税枠は120万円です。 




